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東 日本大震災における 「新 しい政治」
一 「脱原発 をめ ぐる政治」 と 「サステ ィナ ブル ・ポ リテ ィクス」 一

新 田 和 宏1

1.は じめ に

後世 の歴史家 はこの対応 を どう評価す るであろ うか。 この対応 とは、2011年3月11日14時46分 に起

きた東北地方太平洋沖地震 による東 日本大震災 、お よび その地震 と津波 によって惹起 した東京電力福 島第

一原子力発電所 の放射能漏 出 ・汚染 とい う原発震災へ の対応 である
。お そ らく、その評価 は次 の うちのい

ずれか であろ う。一つ は、 この対応 を契機 に、 日本 は急坂 を転 げ落 ちるかのよ うに衰退 の一途 を辿 り始 め

た と。今一つ は、この対応 を契機 に、日本 は、脱原発へ方 向を転換 し、自然 ・再 生可能 エネル ギーの100%

自給 を 目指 しなが ら、かつ また うね りのよ うに盛 り上 がった助 け合 い ・支 え合 いの延長 か ら社会 的連 帯お

よび社会的包摂 を基調 とす る「持続可能 な福祉社会」に向けて再生 の道 を歩 んだ と。「災 い転 じて福 となす」

とい う諺の通 り、後者 の 「持続可能 な福祉社会」 が実現す るこ とを切 に願 わず にはおれ ない。

それ に しても震災 の事態 は余 りにも深刻 である。モー メン ト ・マ グニチュー ド9.0(以 下M9.0と 記載)

とい う巨大地震 の勃発 と、それ に伴 う最高到達地点405m(宮 古市重茂姉吉地 区)の 大津波 に よって、死

者 ・行方 不明者 の合計 は20,577人 を数 えた(警 察庁7月20日 現在)。 また、東 日本太平洋沿岸 に位置す る

町 々が壊滅。旧ソ連(現 ウクライナ)の チ ェル ノブイ リ原発事故 と同様、原子力事故 の国際評価 尺度(INES)

におい て最悪 の レベル7(深 刻 な事故)に 該 当す る福 島第一原発 の事故:非 常用 を含 めて全電源 が喪失 し

たた めメル トダウンお よび水素爆発 を起 こ し、大量 の放射能 が漏 出、この結果 、大気 ・土壌 そ して海洋 に

放射能汚染 が広 が り、広範 囲にわたる農畜産物 ・魚介類 に被害 を与 えた。 さらに、国内外 にお ける風評被

害、就 中、計41ヶ 国にお よんだ 日本 か らの食料 品の輸入 禁止措 置。そ して、収束 の 目途す らつ かない原発

事故の長期化。か くして、日本 は、津波地震 の震 災 と原発 震災が加 わ る複 合的な大災害 ・大惨事 に直面 し、

い ま正 に 日本史上、空前絶後 の正念場 に立 た された と言 っても決 して過言 ではないのである。

か くも多 くの尊い命 を失い、我 が家や家財 を喪失 し、生活 が息づ くとともに想 い出が色濃 く残 るまちな

みが丸 ご と消 え去 り、計 り知れ ない ほ どの甚大 な損失 を被 った上 に、放射能汚染 に怯 え ざるをえない状況

で はあるが 、震災へ の対応 を契機 に、決 して衰退へ 向か う急坂 を転 げ落 ちるのではな く、再生へ 向かわね

ばな らない。そ うで なけれ ば、犠牲 になった人び とは決 して浮 かばれ ないであろ う。

ところで、政府 の 「復興構想会議」 に特別顧 問 として起用 され た哲学者 の梅原猛(京 都大学名誉教授)

は、持論の反原発 を主張 しなが ら、福 島第一原発事故 に関 し、それ は近代文 明の 「文 明災」 である ととも

に、「近代文 明の是非 をあ らためて問い直 し、新 しい文明 を作 るきっか けにな るものでは ないか。まず は 日

本が率先 して原発 のない 国 とな り、それ を世界 に広 げてい くべ きだ と思 う」と語 っている(『週刊東洋経 済』

2011年4月23日)。 要す るに、梅原 は、脱原発の延長線 に 「新 しい文明」をデザイ ン しよ うとす る思考 の

在 り方 を提案 してい るわけであるが、震災後 に 日本 にお いて、梅原 の提案 は、大方 、共有 されつつ ある と

考 えて よい であろ う。

梅原 が持 ち出 した 「文 明」 とい う言葉 に着 目す るな らば、ここで差 し当た り、文 明史 的な捉 え方 を簡潔

に整理 してお きたい。アンソニー ・ギデ ンスが指摘す るよ うに、現在 、脱 工業社会 か ら 「低炭 素産業社会 」
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へ の移行が始 ま りつつ あるが、そ の 「低炭素産業社会」 にお いては、地球環境 の持続可能性 のために、グ

リー ン ・環境産業が必要 とな り、かつ また人 間の持続可能性 のために、医療 ・健康 、お よび教育産業 が重

要 になる(ギ デ ンス ・渡辺2009)。

梅原 が言 う 「新 しい文 明」 は、ギデ ンスの 「低炭素産業社会」 と重 なる とみてよいであろ う。 そ うす る

と、脱原発 としての 「新 しい文 明」=「 低炭素産業社会」 を如何 に構想す るか、かつ またそ の構想 を東 日

本大震災の被災地 の復興 におい て如何 に実現す るか、こ うした課題 が問われ ているのである。だか らこそ、

被災地 の復興が 「被災地 の単 なる復興 ではない」といわれ る所以 なのである。「脱原発」とい う課題 と、「被

災地の単 なる復興 ではない」復興 とい う課題 は、決 して全面 的ではない がお互 いに連動 し合 う課題 である

とい える。

震災 か ら約4ヶ 月 が経過 し、 この間、瞠 目に値す るのが、 日本 の政治史上 、初 めてであ り、そ してまた

本格的 な、「脱原発 をめ ぐる政治」が展 開 してい る政治状況 である。本稿 は、かかる 「脱原発 をめ ぐる政治」

につい ての考察 を行 うが、そ の考察 を通 じ 「脱原発 をめ ぐる政治」 が 「新 しい文 明」 としての 「低炭 素産

業社会」 を切 り拓 く 「新 しい政治」 を導 き出 し、 しかもまたその 「新 しい政治」 が 「被災地 の単 なる復興

で はない」 ところの 「持続可能 な福祉社会」 を饗導す る 「サ ステ ィナ ブル ・ポ リテ ィクス」(「持続可能性

をめ ぐる政治」)へ 連動す る点 を別 挟す る。換 言すれば、本稿 は、東 日本大震 災お よび福 島第一原発事故 と

い う 「外生的 シ ョック(extemalshock)」 が トリガー とな り、 「脱原発 をめ ぐる政治」、 「低炭素産業社会 」、

「新 しい政治」、「持続可能 な福祉社会」、お よび 「サ ステ ィナ ブル ・ポ リテ ィクス」に も連動す る政治変動

を展望 しつつ、併せ てそ の政治的真意 を捉 える次第 である。

尚、ハー バー ド大学 のマイ ケル ・サ ンデル教授 は、東 日本大震 災 と福 島第一原発 の原発震 災に直面 し、

「私た ちは どうや って手助 けで きるか」・「何 を学ぶ ことができ るか」とい う問いだ けで はな く、「この出来

事 は私 たちを変 えるか」 とい う問いを議論 に加 えるべき ことを提案 してい る(サ ンデル2011:52)。 サン

デルの指摘 は極 めて重要で あ り、本稿 において も、と りわけ、「この出来事 は私 たちを変え るか」とい う視

点 を交 えなが ら考察 を展 開 して い く所存 である。

2.「 脱原発 をめ ぐる政治 」

日本政治史、従来 のく原発推進政治 〉に代 わ り、画期 的 とい うべ き 「脱原発 をめ ぐる政治」 が展 開 して

い る。東 日本大震 災か らちょ うど3ヶ.月 にあた る6月ll日 に、脱原発 を訴 えるデモ が全 国121ヶ 所 で開か

れ、主催者 の発 表 によると6万 人以上が参加 、特に新 宿では2万 人が参加 し、「サ ウン ドデ モ」に盛 り上 が

りなが ら、 まるで祭 りのよ うな一体感 にデモ参加者 は高揚 した。震災発生以前 を遡 ってみ る と、お よそ、

日本の政治社会 にお いて本格的 な 「脱原発 をめ ぐる政治」 が展 開 した とい う政治 的経験 はなかった。1979

年 のス リーマイル 島原発事故や1986年 のチ ェル ノブイ リ原発事故 、並び に 日本 国内にお ける度重 な る原発

事故 を契機 に、散発 的な反原発運動 が起 きた ものの、「脱原発 をめぐる政治」に連動す るまでには至 らなか

った。但 し、チェル ノブイ リ原発事故 を受 け、広瀬 隆の 『危険 な話』がベス トセ ラー となる中、 「反原発運

動 の大衆化」が瞬 間的 に生 じた こ とがある(飯 田2011b:89)。

いずれ に して も、 日本 国内におい て、反原発運動 はロー カル かつマイナー な運動 であ り、 しかも、反原

発運動 を担 うア クター は、原発 を推進す る側 によって、異端視 され続 け、偏狭 なイデオ ロギー に染 まった

人び とである とい うレッテル を張 られ た上 で徹底 して排 除 され てきた。併せ て、反原発 の意 見は政治過程

の回路 に入 るこ ともできず、 ま してや政策 に反映 され るこ とはなかった。それ故 に、反原発運動 は広 が り

の乏 しい ものにな らざるをえなかったのである。浜 岡原発差止訴訟弁護 団長 の河合弘之弁護士 は、浜 岡原

発や青森県 の大 間原発 な どの反原発訴訟 に取 り組 んできた ものの、その闘いは 「す ごく精神 的に消耗す る」
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と述懐 してい るが、就 中、原発 を推進す る地元民 の 「憎悪 に向け合 わなけれ ばいけない」辛 さを率直 に述

べてい る(河 合 ・大下2011:238) 。

反原発運動 に較べ 、原発 を推進す る側 が確立 した 「原発 レジー ム」 は極 めて強 固であ り、その レジーム

に乗 じるこ とが できる 「原発 アクター」 は余 りにも強大 であった。 こ うして、〈原発推進政治 〉とい う政

治 の世界 において、 「原発 アクター」 と反原発運動 は、力 の差 が歴然 とす る非対称 的な関係 にあった。50

年以上 の長期 に渡 った 自民党 の一党優位体制 の下に、利益誘導 によ り反原発運動 は切 り崩 され 、原子力政

策 に対す る民主的統制 は機能 しなかった(土 佐2011:158)。

今般、「脱原発 をめ ぐる政治」が本 格化 しつつあ ると言って も、それ は、原発震災以前 にお ける反原発運

動 の積み重ねや盛 り上 が りの所産 として、多 くの人び とが内発的 な政治 的意思 として脱原発 を選択 し、そ

の上で 「新 しい文 明」=「 低炭素産業社会」 を構築すべ き政治的決断 を下 した とい うわけではない。 あ く

まで も、「脱原発 をめ ぐる政治」が展 開 しつつ あるのは、しかもそ の展 開の中で、脱原発 としての 「新 しい

文 明」=「 低炭素産業社会」が政治的 アジェンダ として急浮上 してきたのは、東 日本大震災 とそれ に よっ

て生 じた福 島第一原発事故 とい う複合的 な大災害 ・大惨事 である 「外生 的シ ョック」 によるものである。

そ の意味で は、 「脱原発 をめ ぐる政治」は底 が浅い ともいえ る。但 し、かか る 「外生的 シ ョック」が瞭原 の

火 の如 く燃 え上 がる広範 な脱原発運動 に火 を付 けたわけであるが、そ の勢 いを もた らす ポテ ンシャル を探

る と、 も とも と大方 の市民 が原発 に対す る容認 ・黙認 も しくは回避 ・無視 あるいはまた無 関心 とい う消極

的 スタンス であった ため、反原発 ・脱原発へ一転す る火種 を くすぶ りなが らも併せ持 っていた点 に求 め ら

れ るで あろ う。所詮 、国策 として喧伝 され てきた原発 は、金環食 の如 きの輝 きに過 ぎなかった。

ここで、反原発運動 と脱原発運動 につ いて整理 してお こ う。一般 に、両者 の違 いはな く同様 の運動 のよ

うに認識 されてい るが、微妙で はあるが重要 な違い がある。反原発運動 に して も脱原発運動 に して も、基

本的 に、原発 に対 して反対す る点 では同 じ立場 である。但 し、反原発運動 は原発 が立地す る地域 にお ける

原発反対の住民運動 とそれ に共鳴 ・支援す る市民運動 である とい えるが、反原発運動 は原発推進側 か ら徹

底 して封 じ込 め られ 、反原発 の意思 は政治過程 か ら排除 され てきた。 こ うして政治 は一方的 なく原発推進

政治 〉 として展 開 してきた ので ある。 これ に対 し、脱原発運動 は、反原発運動 の流れ を汲む ものの、原発

立地点 を運動 の拠点 とす る反原発運動 をバー ジ ョン ・ア ップ し、原発 に依存 しない、 自然 ・再生 可能 エネ

ル ギー の供給 とそれ による経済お よび生活 の在 り方 、並び に地域 開発 の在 り方 を 目指す市民運動 であ り、

そ のた めにエネル ギー政策 の転換 、環境産業革命、生活 の質 の実現 、総 じて原発 か ら脱却 した持続可能 な

社会、換言すれ ば脱原発 として の 「新 しい文 明」=「 低炭素産業社会」 を 目指す ところの、政策 ・レジー

ム転換 につ なが る壮大 な運動 とい える。理論的 にはこのよ うに整理 できるが、今般 の福 島第一原発事故 を

契機 に、政治 は脱原発運動 と反原発運動 をも政治過程 に組み入れ たかたちでの 「脱原発 をめ ぐる政治 」 と

して展 開 してい る とい える。 尚、山 口県 の祝 島にお ける反 ・脱原発運動 は、上 関原発建設 に対す る粘 り強

い反対運動 とともに、祝 島において 自然 ・再生可能エネル ギー の100%自 給 を 目指す脱原発 の道筋 を示す

こ とによ り、今般 の 「脱原発 をめ ぐる政治」 を先取 りしてい た。

ところで 、政策 ・レジー ム転換お よび政治的 アクター の新 旧交代 を饗導す る政治変動 を引き起 こす要 因

の一つ に 「外生的 シ ョック」 を上 げるこ とができるが、 かかる 「外生的 シ ョック」 が甚大 な被害 と損 害を

もた らす場合、決 して手放 しで 「外生的 シ ョック」 の発生 を喜ぶ こ とな どできない。 しか しなが ら、既存

の基本政策 の変更、 レジー ムの解体 、お よびそ の既得権益 をもつ政治的 アクター の退場 とい う事態 が、基

本的 に、内発 的な変革 に よって もた らされ ることが とて も無理 な場合 、「外生的 シ ョック」が変革 の トリガ

ー となる場合が決 して少 な くない。但 し、「外生的シ ョック」が トリガー とな るに して も、それ だけで 自然

に基本政策 の刷新や新 しい レジー ムの構築 がもた らされ るわけではない。そのためには、「外生 的シ ョック」
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を受 けた後 の展 開 として、「外生的 シ ョック」が内発 的変革へ転化 す ることが必要 とな る。したがって、若

干整理す る と、 内発的 に、マ ジ ョリテ ィの政治意識 の変化 、全 国的 な運動 の盛 り上 が り、お よび正 当性 の

転換 を背景 に した、政権交代 も しくは政権 内部の方向転換、並びに政策 起業家の登 場に よる政策設計や 「政

策移転」 にまで連動 しなけれ ば、変革 の所期 の成果 は実現 できない。今後 は、脱原発 の実効性 を高めるた

めに、歴史 は、政策起業家 の登場 を求 め、そ して彼 ・彼女 による政策設計や 「政策移転」 を必要 とす るで

あろ う。

それ に しても、 「外生的 シ ョック」 が内発的変革 に転化 し、 「脱原発 をめ ぐる政治」 が進展す る として も

(現 に進展 してい るのであるが)、 率直 な ところ、強 固な 「原発 レジー ム」がそ うやすやす と解体 し、強大

な 「原発 アクター」が簡単 に退場す るで あろ うか。む しろ、「原 発 レジーム」は、原発 の 「安全性」を改め

て強化 しなが ら再構築 され、 また 「原発 アクター」 の内部 で新 旧交代 がお こり、 レジー ム、アクター とも

に、一種の新陳代謝 も しくはバー ジ ョン ・ア ップが起 こる可能 も残 され ている。 したがって、一方 におい

て脱原発 の流れ が強 くなるものの、他方 におい て再び原発促進へ 引き戻す流れ が盛 り返す であろ うと考 え

て も何等お か しくない。その意味 では、「原発推進政治」か ら180度 転換す るかのよ うな 「脱原発政治」よ

りも、 「脱原発 をめ ぐる政治」 とい う表現 の方 が差 し当たって無難 である。

2.2.原 発の正 当性の失墜

しか し、少 な くとも、最早、原発促進へ 引き戻す のは無理 であろ う。 なぜ な らば、原発 の正 当性 が失墜

し、従来の く原発推進政治 〉は機能停止 に追い込 まれ たか らである。原発 の正 当性 は、大凡 、次 の4点 か

ら成 り立 ってい た。i)日 本 の原発 は絶対 に安全 である とい う 「安全神話」、i)原 発 はco2を 排 出 しな

い ク リー ン ・エネル ギーで あ り地球温暖 化対策 の切 り札 である、血)全 電力使用量 の約3割 を原発 に依存

してい るた め、原発抜 きの生活 は考 え られ ない 、お よび 拉)原 発 は安 いエネル ギー である。 尚、原子力資

料情報室 の西尾 漠 は、原発 を推進 す るた めの理 由 として、 「停電 はゴメン」、 「石油 にかわるエネル ギー」、

「原発 こそ ク リー ン」、「やっぱ り原発 は安い」、お よび 「高速増殖炉 は魔法 のカマ ド」の5点 を上 げている

(西尾2011)。

この よ うな原発 の正 当性 の論拠 が崩壊 した といえよ う。 巨大地震 と大津波 に よって、東京電力福 島第一

原発 は、 メル ト ・ダ ウン(も しくはメル ト ・スルー)や 水素爆発 を起 こ し、その結果 、大量 の放射能 を漏

出 し大気 ・土壌 ・海洋 に至 るまで放射能汚染 を広 げ、また農畜産物 ・魚介類 に対す る放射能被害 を拡 大 し

た。この よ うな厳然 たる事実 によ り、原発 は絶対 に安全 である とい う 「安全神話」はあえな く潰 えた。「安

全神話」の崩壊 は、早春 の全総雪崩 のよ うに、福 島第一原発 だけに限 られ た問題 としてではな く、地震 ・

津波列 島の 日本 の海岸 に建設 され た合計54基 の原発 、お よび計画 中の14基 に及 んで全 ての原発 を巻 き込

んだ。 また 、原発 は、福 島第一原発事故 によって明 らかになったよ うに、CO2よ りもはるかに危 険な放射

能 をまき散 らした。放射能 の どこが 「ク リー ン」 なのか理解 に苦 しむ。 しかも、放射能 の漏 出 とその被害

によ り、 とりわ け福 島県下 の復興 に とって著 しい妨 げ となってい る。 この よ うな原発 が、地球温暖化 の切

り札 として称揚 され 、「原発ルネサ ンス」 に浮 かれ舞い上 がった こと自体 、児戯 に等 しい と考 え直 され た。

そ して 、〈全電力使用量 の約3割 を原発 に依存 しているため、原発抜 きの生活 は考 え られ ない 〉とい う正

当性の最後 の砦 であった言説 も陥落寸前 である。 もとも と、この言説 は虚偽 であ る。54基 全 ての原発 を停

止 して も、夏 の電力 ピー ク時 におい てす ら、火力発電所 と水力発電所 をフル稼働すれ ば、必要 とされ る電

力 を供給す るこ とが できる。技術 上、火力 ・水力発電の フル稼働 が難 しい場合、その分 を補 うもの として、

電力会社 とは別 の 自家発電 がある。そ の 自家発電量 は、原発 が供給 している電力量 にほぼ等 しい。 それ に

もかか わ らず、火力発電所 と水力発電所 の稼働能力 を下 げ させ なが ら、不必要 な原発 を稼働 させ ている電

力供給 の在 り方 が、結果的 に、全電力使用量 の約3割 を原発 に依存 していたに過 ぎない(小 出2011a、 藤
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田1987)。 温暖化 問題 に関連 して、化石燃料 の消費 が問題 なるが、化石燃料 の うち最 も多 くCO2を 排 出す

る石炭 を多用 してきたが、CO2の 排 出が最 も少 ない液化 天然ガス(LNG)に 切 り替 え、 これ を 自然 ・再生

可能エネル ギーへ100%移 行す るまでの くつ なぎ〉 とすれ ばよい。

今夏、54基 の原発 の うち42基 が稼働 できず、 その結果 、原発 は8割 が停止す る。簡 単に理解すれ ば、

われわれ は早 くも8割 の脱原発状態 を経験す るわけである。火力発電所 と水力発電所 の稼働能力 を引き上

げ、贅沢 な電力使用 を控 え、無理 のない節電で対応すれ ば、当面 の電力不足 は補 えるはず である。大規模

な停電 を招 くこ とな く、夏場 を乗 り切れ ば、脱原発へ の現実 的可能性 が高 まる次第 である。 しかも、 この

まま停止 中の原発が再稼働 されず、また稼働 中の原発が次 の定期検査 を迎 え停止す る と、2012年5月 には

54基 全 ての原発 が停止 し、事実上の脱原発 が達成 され る。

それ か ら、立命館大学 の大 島堅一 の計算 による と、発電単価 に開発単価 と立地 単価 を加 えた総 単価 で見

る と、1970-2007年 度において、火力 が9.90円/kWh、 水力 が7.26円/kWhで あ るのに対 し、原子力 は10.68

円/kWhで あ り、最 もコス トの高いエネル ギー である とい う(大 島2010:80)。

尚、朝 日新 聞が2011年5月 に行 った 「日米仏 ロ韓独立 中7ヶ 国世論調査」 に よれ ば、 「原子力発電 を利

用す るこ とに賛成 ですか。反対 です か。」 とい う設問 に対 し、 日本 では初 めて反対(42%)が 賛成(34%)

を上回 った。 また、 「(自国の)原 子力発電 は今後、 どうした らよい か と思 います か。」 に対 して、 「増やす

方が よい」4%、 「現状程度 に とどめ る」41%、 「減 らす方が よい」36%、 「や めるべ きだ」16%と い う回答結

果で あ り、 「減 らす方が よい」 と 「や めるべ きだ」 を合計す ると52%に 達 してい る。 それ か ら、 「今 回の原

発事故 は、自国のエネル ギー政策 に影響 を与 えると思いますか。与 えない と思いますか。」に対 しては、日

本 の場合、実 に94%が 「影響 を与 える」 と回答 している(「 朝 日新 聞」2011年5.月27日)。 また、同 じ朝

日新聞 が行 った6.月11日 ・12日 の 「全 国世論調査」によれ ば、「原子力 を段 階的に減 らして将来 はや める」

とい う質問 に対 し賛成 と答 えた人 は74%に 上 った(「 朝 日新 聞」2011年6,月14日)。 脱原発 の世論 が短期

間の うちに一段 と強 くなってい る証左 とい えよ う。

かつ て、原発 を積極的 に推進す る 「原発 アクター」 とそれ に対抗す る 「反原発 アクター」 との間におい

て、おそ らく、マ ジ ョリテ ィの立 ち位置 は、積極 的か消極的か を問わず、原発 への忌避感情 を持 ちつつ も、

結果 として原発容認 の立場 であった と思 われ る。 ところが、そのマ ジ ョリテ ィが原発容認 か ら原発反対へ

そ の立場 を変 えてい るので ある。そ の要 因は、 いま見 たよ うに、原発 の正 当性 の失墜 が起 因 しているか ら

で あるが、それ ばか りで はない。原発 に重大 な事故 が起 こる と制御不能 の状況 に陥る こと、併せ て原発事

故 に対す る東電や政府 の対応 に信頼 が置 けない こ と、 さらに反 ・脱原発運動 が盛 り上 が りを見せ ているこ

と、脱原発 としての 「新 しい文 明」=「 低炭素産業社会」 とい う対案(オ ル タナテ ィブ)が せ り上 が りっ

つ あるこ と、かつ またそ の対案 を選択 した外部 にお いて、 とりわけ ドイ ツやイ タ リア、スイ スあるいはデ

ンマー クや ス ウェーデ ンにお ける 「先進事例」 が実 際にあるこ と。 このよ うな様 々な要 因が加 わっている

と指摘す るこ とがで きる。尚、6月13日 、イ タ リアで行 われ て国民投票 にお いて、圧倒 的な大差で、脱原

発 の国民的意思 が示 された。

それ では、今後、原発 の正当性 が失 われ なが ら、「脱原発 をめ ぐる政 治」にお いて何 が主 な政治 的争 点 と

なるで あろ うか。それ は、i)福 島第一原発事故 に対す る政治的決断、i)「 原発 レジーム」の解体、およ

びiii)「被 災地 の単なる復興 ではない」ところの被 災地のサステイナブル な復興の在 り方、とい う3点 であ

る とい える。3点 はお互いに関連 し合 うが、以下、 この3点 にわ けて考察 を進 め る。

3.福 島第一原発事故 に対する政治的決断

福 島第一原発 は、1・2・3号 機 ともにメル トダウン、また1・2・3・4号 機 で水 素爆発 が起 こ り、その内
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の1・3・4号 機 は原子力建屋 が大破 、2号 機 は圧力抑制室 が破損 した。未 だに原発事故 の収束 に 目途 が立

ってい ない。事故収束 が見通せ ない まま、原発事故 に対 しては然 るべ き政治 的決 断が求 め られ るが、その

決断 を示す のは決 して容易 ではない。

京都大学原子炉実験所 の小 出裕章助教 による と、1号 機 では、圧力容器 の底部ヘ メル トダ ウン した ウラ

ン燃料 が、厚 さ16cmの 鋼鉄製 の圧力容器 を突 き破 って格納容器 にまで落 下 したメル トスルー状態 にあ り、

さらには厚 さ3cmの 鋼鉄製 の格納容器 を も突 き破 り、原子炉建屋地 下のコンク リー ト部分へ達 している可

能性が否定 できない とい う(「 ビデオ ニュー ス ・ドッ トコム」2011年5月19日)。 も しそ うだ とした ら、

溶融 した ウラン燃料 が格納容器 か ら外部へ露 出 しているわけである。また、1号 機 に加 え2・3号 機 も圧力

容器お よび格納容器 に何等 かの破損 があ り、そ のため、注入 した冷却水 とともに原子炉 内の放射性物質 が、

原子炉建屋地下 のコンク リー ト部分 、お よび原子炉建屋地下 とター ビン建屋地 下 とを結ぶ トレンチ と呼ば

れてい るコンク リー トの立 て坑へ流れ込み、この結果、12万 トンを超 える高濃度 の放射能汚染水 を溜 め込

む こ とになった と考 え られ てい る。 この高濃度放射能汚染水 を再び意 図的に海洋へ流 出 してはな らない。

い まや、 メル トスルー によって圧力容器 での冷温停止 は事実上不可能 とな り、また格納容器 の損傷 に よっ

て 「水棺」方式 も無理 となった。現在 、原子炉建屋地下 のコンク リー ト部分 に溜 まった放射能汚染水 を、

除染 しつつ圧力容器→格納容器→ トレンチ とい うかたちで大循環(「 循環注水冷却 システム」)さ せ る以外

に当面 の方策 は見 当た らない。 か くして、福 島第一原発事故 の事態 は、事実上 、原子炉 内にお いて事故 を

収束す るこ とが できない制御不能(outofcontrol)の 領域 へ進 んでい る。

顧みれ ば、福 島第一原発 の事故発生 か ら今 日に至 るまでの事故対応 は、基本 的に、冷却水 の注入 の他 に

は為す術 もなか った次第で ある。 この間、東電 が提供す る情報量 は少 な く、情報 の小 出 し ・後 出 し、並び

に訂正 を繰 り返 して きた。政府 は、パニ ックを恐れてか、「直ちに健康 に影響 を与え るものではない」とい

う言説 に代表 され るよ うに、事故 をなるべ き小 さく見せ よ うとす る、事故簸小化 の公表 を続 けてきた。未

曾有 の原 発事 故 に遭 遇 し、 民主党 政権 のみ な らず霞 ヶ関の 中央 官僚機 構 を含 めた政 府全 体 の統治 能力

(governability)に 問題 が あるこ とが明 らか になった。そ もそ も、過酷事故(シ ビア ・ア クシデ ン ト)に つ

いての事前 のシ ミュ レー シ ョンが欠如 しい たこ とが致命 的であった(吉 岡2011:79)。 それ故 に、「想 定外」

とい う表現 が用い られ るわ けで あるが、 「想定外」 とは、統治者側 が 「想定外」のケー スに対 し統治能力 の

欠如 を 自ら表明 してい るに等 しい。た とえ 「想 定内」の危機的 な事態 に対す る対応 を迫 られ るに して も、

「行政 は元来、危機 に対 して は脆弱 である」 とともに、危機管理 は 「行政職員 には不慣れ で困難 な仕事」

と看倣 され てい るが(浅 野2010:19)、 かつて 国家公務員制度改革推進本部 の事務局 に起用 され た経済産

業省の改革派の現役官僚で ある古賀茂 明は、原発事故へ の対応 の有 り様 に、「日本 中枢 の崩壊」の縮 図が現

れた とまで指摘す る(古 賀2011:37)。 したが って、然 るべ き政治的決断 が求 め られ る局面 にお いて、最

も当た り障 りが ない 、場 当た り的 で、穏便 な対応 が とられ てきた。それ故 、当分 の問、政府全体 が右往左

往 しなが ら、対処療法的な対応 をす るのが精一杯で あ り、あ る程度の時間が経過 しない と、「想 定外 」のケ

ー スに対す る統治能力 は向上 してこない点 を覚悟 しなけれ ばな らない
。

3.1.項 末主義的感情政治と 「菅おろし」

そ うした中、2011年6月2日 、菅政権の震災復興や原発事故に対するガバナンスの在 り方を批判 し、ま

た菅直人首相の稚拙な行動から 「首相 として器」を論難する自民党 ・公明党等の野党から内閣不信任議決

案が提出され、これに同調するかたちで民主党内の小沢一郎や鳩山由起夫の各グループ等が造反の意思を

示 したため、結局、「政局」の流れに抗 しきれず、菅直人首相は一定の時期を見計 らい辞任する意思を表明

した。仮に、内閣不信任議決案が可決 された場合、菅首相は衆議院を解散 し総選挙を実施するとい う意向
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を持っていたが、その場合、民主党が分裂する事態が予測 されたため、菅は首相を辞任することで事態の

収拾をはかった次第である。尚、内閣不信任議決案は圧倒的多数で否決 された。

何故に、この時期に、党利党略に走 りながら 「政局」を混乱 させる必要性があるのか。求められるべき

原発事故に対する政治的決断が、「政界」においては、首相の首を据え変えることなのか。ここに、自民党

政治の時代から変わらない、 日本の政治の宿痢 とい うべき、首相の首を据え変える権力闘争に関与 しなが

ら政治家 としての地歩を固めてい く 「旧い政治」が露呈 している。もちろん、そのような 「旧い政治」に

ついては、被災地の人び とはもちろんのこと、多 くの人び とからも到底理解を得 られるものではない。い

わんや、政治や政党に対する不信が増幅 されるだけである。

そもそも、首相を変えた ところで、原発事故は収束するのであろ うか。本来、空前絶後の 「国難」に直

面 した場合、「政治休戦」をとり、佐藤優が指摘するように、団結 して管直人首相を支えるべきではないか

(佐藤2011;17)。 疑問は尽きないが、不可解な政治行動が突如 として迫 り上がったのにはそれな りの理

由がある。それは、後手に回っていた 「原発アクター」による巻き返 しが始まったのである。

なるほど確かに、菅直人首相および政府、具体的には経産省 と文科省の原発事故への対応には問題が認

められる。例えば、原発事故に関するアカウンタビリティの在 り方をはじめ、避難措置、子 どもの年間許

容被曝量を20ミ リ・シーベル トに設定 した点などが上げられる。但 し、いずれの問題 も、市民の批判を真

摯に受け止め、政権内部および政権与党の民主党内部から然るべき弾力的な修正が提示 されれば済む問題

である。

日本経済新聞の編集委員である清水真人が、菅直人に対 して、「原発危機 にのめり込むあま り、ほかの震

災対策をめぐる総合調整は後回 しにしがちだった。最高指揮官の首相が官邸をガラ空きにし、最前線へ突

進する。保安員や東電、原子力安全委 らが上げる情報は疑い、現場で自分の目で確かめたものしか信 じな

い」 として手厳 しく批判する(清 水真人2011:10)。 その批判の論法は、菅の稚拙な行動から 「首相 とし

て器」を論難する野党のそれ と同様である。具体的には、菅が官邸を離れ震災直後ヘ リコプターで被災地

の状況を自分の目で確かめに行ったことや、東電本社へ乗 り込み東電幹部に叱咤を加えたことを取 り上げ

なが ら、菅の 「首相 として器」や政治的パー ソナ リティを問題にする。

これこそが 「項末主義的感情政治」の出現である。それは、重箱の隅を突っつ くように、些細なことや

どうでもいいようなことで揚げ足を取 り、かつまたそれを大袈裟に取 り上げた上で、人び との怒 りを煽 り、

政争にまで持ち込む とい う政治状況である。通常、「項末主義的感情政治」は、政治的クリー ヴッジが少な

く、政党間の主張に際だった違いがない、いわば平穏な政治状況を打開するかのように現れる傾向がある。

ところが、今回の場合、「項末主義的感情政治」が 「菅おろし」の目的をカモフラージュするかたちで現れ

たことに殊の外注意 しなければならない。

菅直人は、「原発アクター」にとって一線を超えた大変 リスキーな首相に変貌 したと捉えられるようにな

った。震災が起きる前までは、「原発ルネサンス」に浮かれつつ、ベ トナムへ原発を輸出しよ うとして熱心

な営業を行っていた人間とは別人のように思われた。エネルギー基本政策を白紙に戻 した上での 「国策 と

しての省エネ、国策 としての再生可能エネルギー増大」 と発言 した点、東電の賠償問題に際 し原子力損害

賠償法における免責事項(「異常に巨大な天災地変」)に該当せず東電に賠償金を支払 う責任があると明言

した点、また2008年 に地震調査研究推進本部が「今後30年 間にM8ク ラスの東海地震が起きる確率は87%」

と予測 したことを踏まえ、近い将来起こりうる可能性が極めて高い東海地震により、福島第一原発 と同様

の原発震災を惹起する蓋然性のある浜岡原発の停止を中部電力に要請 した点、さらにフランスの ドー ビル

で開催 されたG8サ ミットにおいて、「最高度の原子力安全」を目指 しながらも、2020年 代の早期に自然エ

ネルギーの発電比率を20%以 上にまで引き上げ、太陽光パネルを国内約1,000万 戸の屋根に設置すると公
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約 した点などは、これまで 自民党政権以上に原発を推進 してきた民主党政権にありながら、菅首相の果断

な政治的 リーダーシップとして評価できるように思える。ちなみに、先に触れた浜岡原発差止訴訟弁護団

長の河合弘之弁護士は、菅首相の浜岡原発の停止要請を、「歴史的な大英断だ と評価するべきだ」と述べて

いる(河 合 ・大下2011:23)。 しか しなが ら、「原発アクター」にとっては、このよ うな菅首相の政治的リ

ーダーシップが脱原発への流れを加速する驚異 として受け取 られたのである。それが、これまで原発を推

進 してきた 自民党 ・公明党および民主党の一部か ら 「菅おろし」として突如沸き上がった次第である。「項

末主義的感情政治」の演出は、こうした本質的問題をカモフラージュしている役割を担 うものであると看

倣せる。いずれにしても、「原発アクター」の意 を汲む 「政界」における重大な政治的決断は、脱原発の政

治的 リーターシップを削 ぐこととして現れた次第である。

菅政権退陣後、原発事故に対する然るべき政治的決断は為 し得るのか。衆参ネジレ国会の現状を踏まえ、

衆参の意思の一致をはかるべ く、被災地の復旧 ・復興を目的 とした、期限付き ・条件付きの 「臨時内閣」

に相当する、民主党 と自民党 とによる大連立を求める世論が強くなっている。ところが、2010年 の参院選

に大敗 した民主党は、政策ごとに合意を交わす 「部分連合」を自民党に提起 したが、不調に終わっている。

「部分連合」の経験がなく、た とえ被災地の復旧 ・復興および原発事故の対応に目的を限定 した大連立政

権が指向されるにしても、む しろ今後の 「政局」の動向は、「原発アクター」による巻き返 しと相侯って、

党利党略をめぐり一層混迷の度合いを増すように思える。それでは、「強い参議院」を所与の条件にす ると、

衆参両院で過半数に達するための政界再編 しか方法は見出せないのであろうか。そう考えると、当面、原

発事故に対する然るべき政治的決断は期待できそ うもない。こうした事態は、なし崩 し的に 「政治的非決

断」 とい う不作為の政治的決断が行われていることを意味している。

このように、「脱原発をめぐる政治」は、原発事故対応における政治的決断をさせない政治状況をつ くり

なが ら、「菅おろし」に帰結 した。ここで注意 しなければならないのは、「菅おろし」が 「政治主導」から

「官僚主導」ヘシフ トする転換点になりかねない点である。現に、経産省内において原発の開発利用推進

行政 と安全規制行政 とを一体的に担 う原子力行政の在 り方が問題視 され、かつまた経産省の原子力安全 ・

保安院の解体 ・再編についても問題 とされる中で、菅政権がその終末を迎えると、早速、福島第一原発の

事故調査 ・検証委員会を経産省の影響下に置こうという画策が起きた。おそらく、事故調査 ・検証委員会

は、原発の開発利用推進行政 と安全規制行政を同じ経産省が担ってきたことを問題にせ ざるをえないであ

ろう。 しか し、経産省は省益を護持するために、細部の行政マネジメン トを固めた上で、あるいはまた福

島第一原発の事故の調査 ・検証を骨抜きした上で、全体的な方向性を定める原発ガバナンスに拘束を掛け

ようと画策 したわけである。経産省の行動も、「原発アクター」の巻き返 しと理解できるであろう。

3.2.「 予 防原則」 とゾー ン ・コン トロール

若干振 り返 ってみ よ う。誰が首相 であろ うとも、 どの政党 が政権 を担 うに しても、また 「想定 内」 であ

ろ うと 「想定外」で あろ うとも、喫緊 の課題で ある福 島第一原発事故 に対応す るため、「予 防原則」に則 っ

た危機管理 を基本 としつつ 、「最悪の シナ リオ」 とい うアカ ウンタ ビリテ ィを示す こと、その上で ゾー ン ・

コン トロール を的確 に指示す るこ と、この2つ の政治的決断 が求 め られ た次第 である。政府 は市 民に対 し

て、福島第一原発 事故の現状 とその現状か ら発生す る恐れの ある 「最悪 のシナ リオ」を示すべ きであった。

そ して、 「最悪 のシナ リオ」 に至 らせ ない ために、 「逆算」 して、然 るべ き方法 によ り対応す る ことをきち

ん と説 明すべ きであった。 これ が 「予防原則」 に則 った危機管理 の手順 の最初 である。政府 が 「最悪 のシ

ナ リオ」 を示せ ば、人び との問でパ ニ ックが生 じるのではないか と付度 し、開示 に踏み切 らなかったのは

ある意味で は政府 の過剰防衛で あった。 た とえ抜 き差 しな らぬ 「最悪 のシナ リオ」 であっても、政府 とり
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わけ説 明を行 う首相 に求 め られ るのは、人心 を落 ち着 かせつつ 、毅然 として事故へ対処 してい くこ とを約

束す るメ ッセー ジ性 の強い歴史的 ス ピーチ である。この よ うに、「最悪の シナ リオ」とい うアカ ウンタ ビリ

テ ィを行い、そ の上 で放射能 の被曝 か ら市民 の健康 と生命 を守 るためにゾー ン ・コン トロール を検討 し、

子 どもたちや妊婦 の疎 開を早 め、避難 区域 を拡大すべ きであった。政府 が行 った対応 はこれ とは逆 であっ

た。原発事故 を当初 よ り軽 く認識 しなが らも、原発事故 による放射能被害 が拡大 ・悪化す るたび 、場 当た

り的 に避難 区域 を徐 々に広 げてい った。

6月3日 、文科省 は、3月12日 か ら5.月22日 まで の積算放射線量 が、福 島第一原発 か ら北西2km地 点

の浪江町昼 曽根 で73.9ミ リ ・シーベル トだった と発表 した。3.月12日 の1号 機 の水素爆発お よび3.月14

日の3号 機 の水素爆発 によ り大量 の放射性物質 が放 出 され 、そ の多 くが3.月15日 の南東風 によ り北西方 向

へ流れ たもの と推測 されてい る。この北西方 向に着 目してみ る と、文科省 が公表 しているデー タに よれ ば、

北西40km地 点 の飯舘村草野大師堂で は6.月5日 に5.3マ イ クロ ・シーベル ト/時 を記録 しているが、こ

の値 を年間 に換算す る と46.428ミ リ ・シーベル トとい う非 常に高い数値 にな る。 さらに北西方 向に着 目す

る と、北西62km地 点の福 島市杉妻 町(福 島県庁)で は1.2マ イ クロ ・シーベ ル ト/時(年 間10512ミ リ ・

シーベノレト)で あった。ちなみに、6月ll日 、西60㎞ 地点の郡 山(市 役所)で1.06マ イ クロ ・シーベル

ト/時(年 間9.285ミ リ ・シーベル ト)で あった。周知 の通 り、チ ェル ノブイ リ原発事故 にお いては、年

間5ミ リ ・シーベル ト以上 の地域 を居住禁止 区域 とした。 もし、チェル ノブイ リの基準 を当てはめ ると、

福 島市 の中心地 は居住 できな くなる。 尚、 日本 の放射線 障害 防止法 が定 める放射線治療室 な どの 「放射線

管理 区域」は、そ の数値 をみ る と、0.6マ イ クロ ・シーベル ト/時 以上(年 間に換算す る と5.256ミ リ ・シ

ーベル ト)で ある。 したが って 、福 島市 の中心地 です ら、 「放射線管理 区域」 の2倍 相 当なのである。

放射線障害防止法 は年 間の被曝 限度 を1ミ リ ・シーベル と定 めている。 ところが、3.月28日 、ICRP(国

際放射線防護委員会)が 日本政府 に対 して、緊急事態発生時 におい ては、被曝 限度 の基準 を一 時的に緩和

(年間100～20ミ リ ・シーベル ト)す るよ うに勧告 したので、この勧告 を受 けて政府 は一般成人 の年 間被

曝限度 を20ミ リ ・シーベル トに引き上 げた。 しか し、この20ミ リ ・シーベル トとは、ガンマ線 の空 間線

量で あるにす ぎない。今回 の原発事故 におい て、市民 が報道 を通 じて 日常的に耳にす るよ うになった 「ミ

リ ・シーベル ト」や 「マイ クロ ・シーベル ト」 は、実 は、ガンマ線 の空 間線量 を意 味 してお り、そ こには

呼吸お よび食物や水 の摂取 か ら体 内に入 り厄介 な内部被曝 をもた らす アル ファ線やベー タ線 に関す る点は

考慮 されてい ない。 ちなみ に、福 島原発 か ら漏 出 され た放射性物質 の うち、 ヨウ素131と セ シ ウム137は

ガ ンマ線 とべ一 タ線 、ス トロンチ ウム90は べ一 タ線、 プル トニ ウム239は アル ファ線 を放 出す る。

した がって、放射線障害防止法 がガンマ線 の空 間線量 を手掛 か りに年 間被曝 限度 を1ミ リ ・シーベル と

定 めた のは、測定で きない アル ファ線やベー タ線 による内部被曝 の リスク、お よび低 レベル被曝 の リスク

を下 げるた めの予防的 な意 図が ある と考 えるべ きである。それ故に、年間被曝限度 を20ミ リ ・シーベル ト

に引き上 げたこ とは、そ の分 だけ内部被曝や低 レベル被曝 の リスクを高 める ことにつ ながる。換言すれ ば、

政府が市民 に対 し、 内部被曝や低 レベル被曝 の リスクに対す る許容範 囲の拡大 と受忍 限度 の引き上 げを強

要 した こ とになる。尚、年 間被 曝線 量が20ミ リ ・シーベル ト以下であれ ば、健康や生命 に影響 を及 ば さな

い とい う科学的根拠 は どこにもない のである。 それ か ら、ガンマ線 の空 間線量 です ら測 定器 の設置場所 に

よって測定値 にバ ラツキが生 じる。 ガンマ線 の空 間線量 にお いて問題 になるのは、土壌 に付着 しやす く、

半減期が30年 と長いセ シ ウム137で あるな らば、よ り地表 に近 い放射線量 を測定すべ きである。

附言すれ ば、ICRP勧 告 を受 けなが ら定 めた 日本政府の20ミ リ・シーベル トとい う年間被曝 限度 は、ICRP

基準がそ うであるよ うに、 あ くまでも緊急事態 が発生 した時 の暫定的 な数値 であ り、 しか もそれ は一般成

人 を対象 としてい るので あって 、子 どもや妊婦 は避難 が原則 であ る。そ うす ると、残念 なが ら、日本 はICRP
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基準 を初 めて子 どもにまで適用 した不名誉 なケー ス となって しまった。

4月21日 、政府 は原子力 災害対策 特別措 置法に基づ き、福 島第一原発 か ら20km圏 内を 「警戒 区域 」に

指定 した。そ の20km圏 内に該 当す る富 岡町 、双葉 町、大熊 町、浪江 町、川 内村 、楢葉 町、南相馬市 、田

村市、葛尾村 に対 し、 「警戒 区域」 にお ける立入 り禁止 も しくは制 限、またこの区域 か らの退去 を命 じた。

続 けて 、政府 は、4.月22日 に、葛 尾村、浪江 町、飯舘村 、川俣町の一部、南相馬 市の一部 を 「計画 的避難

区域」 に指定 し約1ヶ 月以 内で住民 の立退 きを、また広野 町、楢葉 町、川 内村 、田村市 の一部 、南相馬市

の一部 を 「緊急時避難 区域」 に指定 し緊急時 に避難 のため住 民の立退 きまたは屋 内退避 の準備 を命 じた。

福 島原発事故 に対応 し年 間被曝許容量 を20ミ リ ・シーベル トに引 き上げたのは、福 島市(2011年3.月1

日現在推計人 口293,008人 や郡 山市(2011年6月1日 現在推計人 口335,449人)の よ うな都市 を避難 区域

に指定 しない方便 とも理解 できる。都市 を巻 き込 んだ避難や疎 開は混乱 の度合 いを高 め、天文学 的な数字

の損害賠償請求額が提示 され る恐れ がある。 しか し、6月3日 、「計画的避難 区域」の飯舘村 の北 西に位置

す る伊達市霊 山町石 田で年 間20.1ミ リ ・シーベル トを超 えるこ とが明 らかにな って きた。そ こか ら西へ

20km進 む とも う福 島市 の中心地であ る。 こ うしてみ る と、政府 のゾー ン ・コン トロール は、薄氷 を踏む

かのよ うな、微妙 なライ ンで成 り立 ってい るこ とがわかる。

ゾー ン ・コン トロール の問題性 は、高濃度 の放射性セ シ ウムで汚染 され た肉牛 の検査 で露 呈 した。7月

14日 、福 島県は、福 島第一原発 か ら北西約60kmの 福 島県浅川 町で、肉牛 か ら放射性セ シ ウムが発 見 され

た 問題 で、そ の肉牛 の飼育 のた めに餌 として使 われ てい た稲 わ らか ら基準値 の約73倍 にあたる2万2045

ベ ク レルの放射性セ シウムを検 出 した と発表 した。 しかも、この稲 わ らは、浅川 町の西 に位置す る 白河市

(福 島第一原発 か ら北西約70㎞)の 農家か ら提供 された ものであった。 当該 肉牛42頭 は既 に出荷 され 、

そ の うち5頭 の肉320gが 、4月27日 か ら6.月20日 にかけて、東京都 な ど1都4県 のイ オンで販売 され て

いた。

こ うしてい る中、福 島第一原発事故 は さらに悪化 した。6月12日 、東電 は高濃度 の放射能汚染水 が地 下

水 を汚染 し、国の基準の約240倍 に 当た るス トロンチ ウム90を 検出 した と公 表 した。この事態 は余 りにも

深刻で ある。 とい うのも、小 出裕章 によれ ば、ス トロンチ ウム90の 検 出は、溶融 した ウラン燃料 が、圧力

容器→格納容器 → コンク リー ト部分へ と落 下 し、その コンク リー トを破壊 した上 で、ス トロンチ ウム90

を含む放射能汚染水 が とうとう地下水 に到達 したこ との証左 である とい う。水素爆発 によって原子炉外部

に飛び散 ったス トロンチ ウム90は 酸性で あ り、水 に溶 けに くい性 質 をもってい るので、放射能汚染水 の中

か らス トロンチ ウム90が 検 出 され る とは考 えに くい。おそ らく、溶融 した ウラン燃料 がコンク リー トに落

下 した際 に、その コンク リー トと反応 す ることで、水 に溶 けやす いアル カ リ性 のス トロンチ ウム90が 生ま

れた と推測 できる。

そ うす る と、原子炉建屋地下 のコンク リー ト部分 に溜 まった放射能汚染水 を圧力容器→格納容器→ トレ

ンチ とい うかた ちで大循環 させ ても、汚染水 が漏 出 し地 下水や海洋 を汚染す る事態 を食 い止 めるこ とはで

きない。小 出裕章 の言 うよ うに、大型石油 タンカー をもって して汚染水 をタンカーへ移 し替 え、新潟 県柏

崎市 にある刈羽原発 の施設 にお いて処理す る以外、 良策 は見 当た らない。 尚、政府 と東電 は、7月19日 、

汚染水 の問題が残 るものの、原発 事故の収 束に向けた 「工程表(改 訂版)」 のステ ップ1「 原子炉 の安 定的

な冷却」が、 「循環注水冷却 システ ム」 の稼働 によ り、予定通7月 までに達成 できた と自己評価 した。

4.「 原発 レジーム」の解体

自民党において数少ない脱原発論者の河野太郎は、朝 日新聞の取材に応 じ、原発の安全神話がどのよう

に作 られたかとい う質問に対 し、「中心は自民党 と経済産業省、電力会社」と指摘 しつつ、併せて次のよ う
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に説明 した。

自民党 は電力会社 か ら金 をも らい、立地 自治体 に補助金 を出 しやす い制度 を整 えてきた。経済産業省

は電力会社 に金 を出 させ て公益法人 を作 り天 下ってい る。東芝や 日立 な どメー カー に加 え、建設業界 な

ど産業界 も原発建設 を後押 しした。電力会社 は大学 に研究費 を出 し、都合 の良いこ としか言 わない御用

学者 を作 り出す。多額 の広告代 をも らうマ スコ ミは批判 が緩み 、巨悪 と添 い寝 してきた。政 ・官 ・産 ・

学 ・メデ ィアの五角形が 「安全神話」 をつ くった(『 朝 日新 聞』2011年5.月5日)。

河野 の説 明は、原発 の安全神話 が どのよ うに作 られ たか とい う歴史的 なプロセ スに言及 しているのでは

な く、原発 を推進 してきた 「政 ・官 ・産 ・学 ・メデ ィアの五角形」 とい う主体 によって原発 の安全神話 が

つ くられた こ とと、 当該 アクター 間の関係 に言及 してい る。多少質 問 と回答 とのズ レがあるものの、その

点 を措 くとして 、む しろ河野 の説 明がく原発推進政治 〉お よび 「原発 アクター」 と 「原発 レジー ム」 の核

心 を突いてい るこ とに着 目したい。

幾つ かの政治 アクター どうしが特定 の政策や利害 によって結 ばれ 、一定程度 の強 い政治的影響力 を行使

してい る状態 を 「鉄 の三角形」 も しくは 「政策 コ ミュニテ ィ」 と表現 され るが、周知 の通 り、<原 発推進

政治 〉の場合、それ は 「原子力村」 と表現 されて きた。河野が言 う 「政 ・官 ・産 ・学 ・メデ ィアの五角形 」

は、「原子力村」の言い換 えで もあ るが、もちろん、原発 を推進す る主要 アクター を念頭 に置 いた表現 であ

る。但 し、実態 は、政 ・官 ・産 ・学 ・メデ ィアの他 に、電力総連やそれ に加盟す る労働組合 、原発 立地地

域お よび原子力 ・エネル ギー環境教育 が加 わ り、い わば八角形 を形成 している。政 ・官 ・産 ・学 ・メデ ィ

ア ・労 ・地 ・教の八角形が 「原発ア クター」 としてく原発推進政治 〉を担 ってきたのであるが、 「原発 アク

ター」 がく原発推進政治 〉を通 じて構築 してきた原発 を推進す るための 「原発 レジー ム」 は強大 である。

尚、民主党政権 は 自民党政権以上 に原発 に熱心 である。 とりわけ、電気総連や電機連合お よび連合 か ら支

持 を受 ける旧民社党 の流れ を受 ける議員 は、民主党 内の 「原発 アクター」 として民主党 にお ける原発推進

路線 を リー ドしてきた。

4.1.東 電の賠償問題

ところが、その強大 さを誇った 「原発 レジーム」は、収束の見通 しす らたたず制御不能の状態に陥った

東京電力福島第一原発事故 とその事故の当事者である東電の責任問題が厳 しく問われる中、脱原発の世論

の流れが強まり、窮地に立たされた次第である。そ して、今後の最大の争点は、原発事故を引き起 こした

東電の賠償問題であるが、その賠償問題は東電を存続 させるかべきか ・それ とも解体 させるかべきかとい

う根本的な責任問題 とい う論点、および発電 と送電を分離 し電力 自由化を進めるべきかとい う論点にも関

連 して くるのであり、当然、それ らの論点は、脱原発に向けたエネルギー基本政策の変更、かつまた 「原

発 レジーム」の解体にも連動してくる。その意味でも、東電の賠償問題 は、最大の争点といえるのである。

原子力損害賠償法第3条 は、「原子炉の運転等の際、当該原子炉の運転等により原子力損害を与えたとき

は、当該原子炉の運転等に係わる原子力事業者がその損害を賠償する責めに任 じる」 として、原子力事業

者に対する厳格責任、すなわち無過失責任を負わせている。しか し、同条の但 し書きに、「その損害が異常

に巨大な天災地変又は社会的動乱によって生 じたものであるときは、この限りではない」 として免責条件

を規定 している。今般のM9.0を 記録 した巨大地震 とその大津波が、免責条件の 「異常に巨大な天災地変」

に該当するかについては、既に触れたように、菅首相は該当しない と明言 し、東電の賠償責任は逃れ られ

ない との判断を示 した。 しかし、東電の賠償問題が司法の場において争われたならば、これは大変微妙で
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ある。忠実な文字解釈を行えば、今回の巨大地震 とその大津波が 「異常に巨大な天災地変」に該当するで

あろう。もともと、原子力損害賠償法は、想定外の 「異常に巨大な天災地変」に備え、その場合の免責を

したたかにも用意 していたのである。逆に言えば、想定外の 「異常に巨大な天災地変」に際 して起きた場

合の過酷事故が招 く天文学的な数字の損害賠償請求に対 し法的に拒否 しえる権利を原発事業者に予め付与

していたのである。

しか しながら、東京大学の地震学者ロバー ト・ゲラー教授によると、今回の巨大地震 とその大津波は、

1970年 時点での地震学や地球科学の水準では想定外 として認めざるを得ないが、1970年以降今 日に至る地

震学や地球科学および関連分野の目覚ましい進展を反映 させると想定できたはずであると指摘する(ゲ ラ

ー2011)
。2004年 のスマ トラ島沖地震でも明らかなように、沈み型プレー ト境界付近ではどこでもM9ク

ラスの地震が発生する可能性があり、事実、東北地方の太平洋沖合を震源 とするM9ク ラスの地震は過去

3,000年 の間に3回 発生 したことがわかってお り、その うち869年 の貞観地震では、今回の同じ程度の大津

波が押 し寄せたこともわかっていた。そ うすると、この貞観地震 とその津波を基準にしながら、今回のよ

うな巨大地震 ・大津波を予め想定すべきものであり、想定外の 「異常に巨大な天災地変」などといって免

責されないばか りか、む しろ、東電に対 しては、想定すべきものを敢えて想定外 とした故意、かつまた然

るべき安全対策を講 じなかった不作為による過失責任が問われてくる次第である。それにしても、千年に

一度の割合で起きる巨大地震 ・大津波を基準 として想定 し
、それへの安全対策を原発に施す となるとコス

トは嵩む し、併せて放射能汚染に対する損害賠償にかかるコス トも勘案するとなると、基本的に、地震 ・

津波列島日本において、原発を立地することは不可能である。ここで、ウル リヒ ・ベ ックの議論を敷術す

れば、現前する 「第二の近代」である 「リスク社会」において、原発のようなリスクのかたまりに対 して

冷静に自省すれば、 リスク ・ヘ ッジ(危 険回避)の ために、脱原発を選択するのが賢明な 「自省的近代化

(renectivemodernization)」の在 り方 といえる。

それでは、政府が示 した東電賠償スキームはどのようなものであろうか。まず、政府は原子力損害賠償

法第3条 但 し書きの免責条件に該当しないと判断した上で、損害賠償スキームを考案 した。それは、政府

が公的資金(無 利子の 「交付国債」)を、また電力各社が負担金を、並びに金融機関が政府保証付きの融資

を、それぞれ新設の 「原子力損害賠償支援機構」に拠出し、次にこの 「機構」が東電の発行する優先株や

社債を引き受け、東電はその引き受けで得た資金を基に経営を立て直 しながら、上限を定めない損害賠償

を行 うとい うものである。要するに、東電の存続がまず先にあり、政府や各電力会社が資金を拠出した上

で、東電に損害賠償の支払を行わせるわけである。尚、この賠償スキームの原案は、東電の大株主の都市

銀行の提案を受けた経産省が立案 したといわれている。

しか しながら、政府が原子力損害賠償法第3条 但 し書きの免責条件に該当せず、同条の無過失責任の賠

償原則を東電に課すならば、膨大な損害賠償請求により東電の債務超過の可能性が高まり、その可能性を

確定 して直ちに会社更生法を適用 し、東電を法的に整理 ・解体する方向が採用 されるべきである。また、

健全な資本主義の論理からすれば、重大な事故を起こし、甚大な被害を及ぼしつつある東電を解体するの

が当然である。東電は、全ての資産 とりわけ送電線を売却 しこれを賠償金に充てるべきである。その破綻

処理方法 としては、1998年 に破綻 した 日本長期信用銀行のケースを参考にすべきであろう。まず、東電を

国有化 し、全資産を売却 し、賠償を進めてい く。また、株主は有限責任が株式会社の原則であるから、株

価が暴落もしくは喪失 したからといって、それは甘受 しなければならない。但 し、東電の存続 もしくは解

体のいずれも、国民に対 し一定の負担(増 税や電気代)を 強いるものとなる。

資本主義は、シュムペーターが指摘 したように 「創造的破壊」を基本 とする。すなわち、新陳代謝が当

た り前であり、栄枯盛衰は世の常 と捉えている。それは会社組織そのものにも該当する。重大な事故を起
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こ し甚大 な被害 を及 ぼ しつつ ある会社組織 が、然 るべ き損害賠償 を行い 、市場 か ら退場 を命 じられ るのは

当然で ある。 しか し、東電 とい う会社組織 が、支援 を受 けなが ら存続す る となる と、「創造 的破壊」や新 陳

代謝が止 まって しまい、脱原発や 自然 ・再生可能エネル ギーヘエネル ギー ・シフ トの道 、お よび環境産業

革命へ の道 を閉ざ して しま う。地震 ・津波列 島 とい うべ き 日本列 島の上 に原発 を建設 し、それ が 「原発震

災」 とい うかた ちで今回 のよ うな重大 な事故 を引き起 こす と、社会的損失 は計 り知れ ない。経済活動や 日

常生活 が広範囲 に支障 をきた し、かつ また人び との健康や生命 に危害 を与 える厳然 たる事実 が 白日の下に

さらされた。そ の事態 は改 めて 「国難」 とい う表現 が正鵠 を得 てい るほ どである。 これ で東電 が解体 され

ないの な らば、 日本 は資本主義 とい えるのであろ うか。

顧みれ ば、 日本資本主義 は、奥村宏 が言 うよ うに、未 だに会社本位 の法人資本主義 をベー スに据 えてい

る。そ こで は、会社組織 と社員 との関係 は、近世 の武家社会 にお ける 「お家」 と 「家 臣」 との関係 に酷似

す る。 「お家」が大事 であ り、 「お家」 があってこそ 「家 臣」 は 「家 臣」 としてい られ るのであ り、た とえ

も し 「主君」が 「お家」を滅 ぼ しかね ない よ うな暗愚 の人物 であれ ば、そ の 「主君」を除 してまで 「お家」

を守 るのが 「お家」 を大事 にす る 「家 臣」 の究極 の忠義 であった。 これ が 「お家」安泰 の論理 の本質 であ

る。東電 とい う 「お家」が解体=断 絶す るこ とは、社員 とい う 「家 臣」 が失業=浪 人 になるこ とを意 味す

る。 したが って、福 島第一原発事故 に対 して、東電 の労組お よびそ の上部 団体 である電力総連 に とって、

原発推進 の方 向性(「 家訓」)を 堅持 した上 で、東電 とい う会社組織(「 お家」)と 社員(「 家 臣」)の 雇用 を

守 るの が至上命題 なので ある。会社 の持続可能性 に拘泥す る ことこそ、日本資本主義 の最大 の弱点 である。

す なわ ち、経済 のグローバル化 におい て、一方 にお いて、国際競争力や産業構造 の観点 か ら、あるいはま

た企業経営(者)の 問題性 か らみ て、退場すべ き会社 を温存 し、また他方 にお いて、国際競争力 が強 く、

成長の見込 まれ る産業分野へ の労働力移動 を困難 に してきた。東電 の賠償 問題 は、改 めて 日本 の資本 主義

の在 り方 にも関連す る問題 であるこ とに気付 く。

4.2.「 原発マネー」

さて、東電 の賠償 問題 に関連 し、発電 と送電 を分離 した上 で電力 自由化 を推 し進 めるべ きか とい うも う

一つの重要 な論点が ある。枝野官房長官 は、東電存続 の賠償 スキー ム とは別 に、送発電 の分離お よび電力

自由化 の選択肢 は否定 され るべ きではない発言 した。本来 な らば、東電解体→送発電分離 ・電力 自由化→

脱原発/自 然 ・再生可能エネル ギー→ 「原発 レジー ム」解体 とい う順 当な政治 日程 が予期 され る。 ところ

が、送発電分離 ・電力 自由化 は、「原発 ア クター」にとっては 「原発 レジー ム」の解体 に連動 しかねないた

め、 「原発 アクター」 は頑強 な 「拒否権 プ レイ ヤー」 として政治 の世界 に登場す るであろ う。

送発電分離お よび電力 自由化 とは、発電事業者 と送電事業者 とを分離 し、 自由化 され た発電事業 に、 と

りわ け 自然 ・再生可能エネル ギー を発電す る事業者 の新規参入 が可能 とな り、発電 した電力 を送電事業者

の送電線 を通 じて顧客 に売電 しえる仕組み を意 味す る。 しかも、後述 のよ うに、地球温暖化対策 の政策誘

導 としてフィー ドイ ンタ リフ(固 定価格買取制度)を 導入 し、 自然 ・再生可能エネル ギー発電事業者 の経

営 を支援す る。 同様 に、例 えば、 自宅 の屋根 に太 陽光発電パネル を設 け発電 した り、農家 が 自分 の農業用

水路 に発電用 の小規模水車 を数台並べ て発電 した りして、個人 でも売電 しやす くなる。大規模発電 に代 わ

り無数 の小規模発電 が広が り、今後 の進化 が期待 され る蓄電装置 とスマー ト ・グ リッ ドの組合せ に より安

定的 なエネル ギー の供給 を可能 とす る。 この よ うな状態が広 がる と、 「原 発 レジー ム」を支 えて きた 「10

電体制」 の地域独 占 と総括原価主義電力料金 は成 り立 たな くなる。

そ もそ も、 「原発 レジー ム」は潤 沢な 「原発 マネー」を給付す ることによって持続 して きた。そ の 「原発

マネー」の調達 は、2つ のルー トがあ る。 その一つは、先ほ ど触れた 「10電体制」 の地域独 占と総括原価
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主義に基づ く電力料金収入であり、今一つは、電源三法に基づく電源立地促進対策交付金(「原発交付金」)

である。

電力料金収入から調達 した 「原発マネー」の給付を見てみよう。全国を10の 区域に分け当該地域を独 占

する10社 の電力会社がある。これが 「10電体制」による地域独 占である(但 し、沖縄電力は原発をもた

ないので、「9電体制」 とも呼ばれる)。定められた地域において、競合相手 となる電力事業体は存在 しな

いので、経営は安定すると同時にコス ト意識に乏 しくなる。そこに総括原価主義による電気料金の仕組み

が加わる。総括原価主義 とは、電力会社のコス トの全て、つまり原発に関係するコス トはもちろんのこと、

宣伝広告費、研究開発費、人件費も全て含めて電気料金の中に組み込むことができ、しかもその全 コス ト

の3%を 利益率として上乗せすることができ、都合併せて電気料金 として電力消費者へ売電する。電力消

費者は他に代わる電力事業者を選ぶことはできず、請求 された電気代を支払 う以外ない。そ うすると、こ

のような総括原価主義の場合、原発を何基つ くろうとも、メディア対策 として多額の宣伝広告費を支払お

うとも、いわゆる御用学者へ研究費を給付 しようとも、かかったコス トは全て電気代に転嫁できるので損

をすることはないのである。

次に、1974年 、田中角栄内閣の時代につ くられた電源三法(発 電用施設周辺地域整備法、電源開発促進

税法、電源開発促進対策特別会計法)に 基づ く電源立地促進対策交付金すなわち 「原発交付金」を見てみ

よう。まず、国税 目的税 として制度設計 された電源開発促進税を、電気料金の中へ組み込み電力消費者に

負担 させる。電源開発促進税は目的税故に特別会計に計上 されて、電源立地促進対策交付金 として地元 自

治体へ給付 される。それは、原発の工事が始まる以前の 「電源立地等初期対策交付金」に始まり、工事着

工時点から運転終了までの期間の 「原子力発電施設等周辺地域交付金」の給付、さらに加えて原発の運転

が続 く限り 「原子力発電施設等立地地域長期発展対策交付金」が給付 される。

この結果、「原発交付金」に依存する地域が出現 した。そこでは、地場産業が急速に収縮 し、反対に建設

業が肥大化するとともに、 さらなる原発建設に期待せ ざるをえない構造が植えつれ られてしまう(清 水修

二2011a)。 そのような地域の有 り様は鎌田慧が丹念に取材を重ねてきたが、特に、若狭湾岸や福島県の浜

通 りのような原発が集中するようになった地域は、「ながいあいだ、政治か ら見捨て られて地域」であった

とい う(鎌 田1988:176)。 そのような地域にとって、原発は極め付けの公共事業であった。鎌田によると、

福島第一原発がある大熊町の1978年 の町税は19億2,000万 円であったが、この うち原発由来の税収は17

億円に達 したという(鎌 田1988:98)。

4.3国 策 と しての原発推進

「原発 レジー ム」 にお ける法制度 の基軸 は、原子力委員会 の 「原子力政策大綱」(2005年)と 経済産業

省 の 「エネル ギー基本 計画」(2010年)で ある。 「原子力政策大綱」は、 自民党政権 にお ける原発 に関す る

基本政策で あるが、そ こでは、「原子力発電 がエネル ギー安定供給及び地球温暖化対策 に引き続 き有意 に貢

献 してい くこ とを期待す るためには、2030年 以後 も総発電電力 量の30～40%程 度 とい う現在 の水準程度 か、

それ以上の供給割合 を原子力発電 が担 うこ とを 目指す こ とが適切 である」 としている。 「原子力政策大綱」

が 目標 として掲 げた原発 の電力供給割合 は、2009年 の政権交代後、民主党政権 によって割増 しされ 、原発

推進 に一段 と拍車が掛 かった。その点 については、「エネルギー基本 計画」において如 実に現れ てい る。そ

こで は、「電源構成 」に占める 「ゼ ロ ・エ ミッシ ョン電源 」(原 発や 自然 ・再生可能エネルギー)の 比率 を、

現状34%か ら2020年 には約50%、2030年 には約70%以 上(う ち 自然 ・再生可能エネル ギー が20%)へ

と大幅 に増加す る 目標 が掲 げ られ てい る。そのた めに、「政策総動員 に よ り、最 大限の導入 を図 る」ことを

通 じて、少 な くとも14基 以上の原発 の新 増設 、お よび原発 の 「設備利 用率」 を約90%に まで引き上 げる
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としている。さらに、その 「エネルギー基本計画」は、「エネルギー 自給率の向上や地球温暖化対策 といっ

た問題意識に根ざした原子力発電の推進」を、「国民の努力」にまでしている。

また、原発推進は地球温暖化対策 と連動 している。それは、「エネルギー基本計画」のみならず、環境省

の 「環境基本計画」(2006年4.月17日)に も明示 されている。第2章 「環境保全施策の体系」に、地球温

暖化対策における 「温室効果ガスの排出削減対策 ・施策」の一つとして次のようなくだ りがある。「エネル

ギー供給部門において、発電過程で二酸化炭素を排出しない原子力発電について、地球温暖化対策の推進

の上で極めて重要な位置を占めるものとして、その的確な運用や放射性廃棄物処分の適切な実施、情報公

開に努めつつ安全確保を大前提 とした着実な推進」を謳っている。それ故に、地球温暖化対策基本法の第

17条 に、「太陽光、風力等の新エネルギー等に関連する技術、燃料電池に関連する技術、安全を基本 とし

た原子力発電に関連する技術その他の温室効果ガスの排出の抑制に資する革新的な技術の開発を促進 し、

環境保護、経済発展及びエネルギーの分野における安全保障に資する社会基盤を確立するため、財政上又

は税制上の措置その他の必要な施策を講ずるものとする」 とある。

こうして、原発推進は、エネルギー政策はもちろんのこと地球温暖化対策の上でも、政府から 「国策」

とい う別格な位置づけを与えられた。 ところで、そもそも 「国策」 とは一体何であろうか。それは、国家

政策の略語であるが、そこには政権交代によって政府が代わろうが、国家 としての基本政策である国策は

変更 されることなく推進 される、いわば半永久的な基本政策であって、それ故に主権者の政治的意思をも

超越 した 「国家意思」に相当するといえる。「国家意思」はイデオロギーにほかならない。イデオロギー と

しての 「国家意思」は、相対化 されたり批判 されたりすることを嫌悪 し、すすんで 「国民の努力」 として

受容するように強要する、国家権力が作用 していることについて見落 としてはならない。

4.4.原 発 と持続可能性

尚、附言すれ ば、原発推進 とい う国策 の在 り方 は、地球温暖化対策 のみ な らず 自然 ・再生 可能エネル ギ

ー と連結 させ る ところが実 に巧妙 である。「エネル ギー基本計画」や 「環境 基本 計画 」お よび地球温暖化対

策基本法 におい て、地球温暖化対策 に原発 と自然 ・再生可能エネル ギー が並列 して記載 され ているのに気

付 く。両者 を非化 石燃 料で あるが故 にCO2を 排 出 しない 「ク リー ン ・エネル ギー」 として同格 に見立てる

わけで あるが、い ざ推進 とい う場面 におい ては全 く別格 の存在 であ り、もちろん推進 の中心は原発 である。

地球温暖化対策 の文脈 において 、大変危険 な放射能 を産 出す る原発 を 自然 ・再生可能エネル ギー と同様 に

CO2を 排 出 しない 「ク リー ン ・エネル ギー」 として同格 に並 び立 たせ 、温暖化対策 のそれ こそ 「枕詞 」に

自然 ・再生可能エネル ギー を打 ち出 しなが ら、 しか しそ の対策 の中心 は実 は原発 の推進 にある とい うレ ト

リックが用い られて いる。 このよ うな レ トリックは、温暖化対策 のために 自然 ・再生可能エネル ギー を推

進 しない とは記 して はい ない わけであるか ら、 自然 ・再生可能エネル ギー を推進すべ き と願 う人 び との意

思 を一定程度取 り込む効果 はある。 また、 自然 ・再生可能エネル ギー を推進す る意思 に、原発 をやむ を得

ず容認 も しくは黙認す る消極的 な意思 を上塗 りす る効果 もあるだろ う。

このよ うな文脈 の延長 に、東京 大学 を中心 に した 「サステイナ ビ リテ ィ学連研 究機 構」(IR3S)の 「サ

ステイナ ビリテ ィ学」が ある。そのIR3Sが 重 点的に取 り組 んでい るのは、 「低炭 素社会 、循環型社会 、 自

然共生社会 の融合 による21世 紀持続可能型社会 の構築」である とい う(小 宮 山2011:24)。 そ のためには、

2030年 までに、 「再 生可能 エネル ギー と原子 カエネル ギーの利用 率」を50%に 引き上 げる ことが 目標 とさ

れてい る(西 尾2010:31)。 このよ うに 「サ ステイナ ビリテ ィ学」 には 「再生可能エネル ギー と原子カエ

ネル ギー」が同類 として語 られ てい る。 尚、IR3Sの 中において大変興 味深 い議論 に、原発が 「持続 可能 的

であるための条件」 として、 「原子力発電 のサ ステイナ ビリテ ィ」 の10項 目(技 術 的な裏付 け、総合 的経
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済性、広い意味 での安全性、資源的 問題 がない、廃棄物 が安全 に処分 できる、人材育成維持 ・技術力維持 、

将来世代 に大 きな負担 を残 さない、社会的 に受容 できる、技術的課題 が制御 できる、人文社会学 的課題 が

理解 ・合意 され る)が 提示 されてい る(田 中2010:153-154)。 しか しなが ら、今 回の福 島第一原発 におけ

る重大 な事故 に照 らしてみ る と、10項 目全 てに疑 問を禁 じ得 ない。就 中、 「将来世代 に大 きな負担 を残 さ

ない、社会的 に受容で きる、技術的課題 が制御 できる」か らす る と、「持続可能 的であるための条件」を失

墜 した と考 えざるをえない。原点 に戻 り、子孫 に巨額 のコス トと放射線 の内部被曝 による晩発性 の健康被

害 をもた らす原発 と 「サ ステイナ ビリテ ィ」 とが、 そもそ も両立 しえるものなのか、根本的 な議論 が求 め

られ る所以 である。

4.5.「 原発 レジーム」の 「ロックイン」 と 「外生 的シ ョック」

思 うに、 「原発 レジー ム」 は 「旧い政治」 の極 め付 けの集約 であった。 「原子力政策大綱」や 「エネル ギ

ー基本計画」お よび 「環境基本計画」 によって 、原発推進 の方 向性 と数値 目標 を示す とともに、電源 三法

に基づ く 「原発交付金」 とい う禁断 の 「原発マネー」 によって 自治体 を惹 き付 けてきた。そ の 「原発 マネ

ー」 に惹 き付 け られ た 自治体 は 「原発マネー」 に深 く依存す る とともに、その原発 が立地す る地域 では、

原発お よび建設土木 関連 の産業 と雇用 に地域経済 の振興 を託 してきた。 旧い原発 の 「経済効果」 が低 下す

れ ば新 しい原発 の建設 を、 自治体 が国へ陳情 してきた。 国 レベル にお ける原発 の推進 と、地域 レベル にお

ける原発 による地域 の振興 が連動 した。 「原発 レジー ム」 は、 「国策」 として、併せ てまた地域 の存 立を担

う仕組 み として、強 固に 「ロックイ ン」 され た。 しか も、 「ロ ックイ ン」 され た 「原発 レジーム」 は、 「9

電体制」お よび総括原価 主義 に よって二重 に 「ロ ックイ ン」 され てきた。1970年 代 か ら積み重 ね られ てき

た経路依存性 の上 に成 り立っ、強 固な 「二重 ロ ック」 が施 され た 「原発 レジー ム」 は、 さらに地球温暖化

対策の切 り札 として の役割 を担 うこ とでよ り強 固に施錠 され たのである。 しか しなが ら、先 に触れ た よ う

に、 「外生的 シ ョック」 を トリガー に して 、 「原発 レジー ム」 は 「アン ロック」状態 となった。

5.被 災地のサス テイナ ブルな復興 と 「持続可能な福祉社会」

こ うしてみ る と、「脱原発 をめぐる政治」がその ターゲ ッ トに据 えてい る 「原発 レジーム」を解体す るこ

とは、単 に、虚構 の安全神話 と虚偽 の必要不可欠性 によって運転 してい る原発 そのものをな くせ ば、それ

で よい とい うわ けで はない こ とが理解 できる。脱原発 の意思決定 の延長 に、 自然 ・再生可能エネル ギーの

普及拡大、エネル ギー基本政策 と地球温暖化対策 の再構築 、環境産業革命 の推進 、原発 に依存 しない地域

開発、お よび持続可能 な福祉社 会の構築 とい う課題 に関連 して くる。換言すれば、「原発 レジーム」とい う

旧体制 の解体 は、「新 しい文 明」 としての 「低炭 素産業社 会」を切 り拓 くた めの 「新 しい政治」の課題 を改

めて導 き出 した ので ある。 しか も、「被 災地の単な る復興ではない」かたちで、被 災地 に具現化 しなけれ ば

な らない。柄谷行人 は 「原発 の廃棄 を通 してのみ、つ ぎになすべ きこ と、な しうるこ とが見 えて くるので

ある」指摘す る(柄 谷2011:27)。

ソフ トバ ンクの孫正義社長 は、被災地へ の義援金 として、100億 円 と代表報酬 を寄附す る とともに、10

億 円を拠 出 し財 団を設立 して、 自然エネル ギーの研 究や政策提言 を行 うとい う。また、孫 は、「津波 で潮 を

被 った土地」を 「東 日本 ソーラーベル ト」の拠 点 とし、「かつての港 は太陽の港、風 の港 として 、新 しく甦

る。それ を復興 プロジェク トとして、被災 したみ な さんに大規模 な雇用 を提供 できる」 とい う壮大 な ビジ

ョンを打 ち出 した(孫2011:51)。

これ に私案で あるが、ナ シ ョナル ・トラス トのよ うな、い わば 「サ ステイナ ブル ・トラス ト」 を連結す

る方法 もあるだ ろ う。 「サステイ ナブル ・トラス ト」は、全国的な基金 を以て、ナ シ ョナル ・トラス トのよ
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うに、被災地 の土地所有者 か ら所有地 を買い上 げる。被災者 は土地 を提供 した代金 で高台 の土地や住 宅を

購入す る資金 にあて る。そ して 、被災地 に、太 陽光発電 を含 め 自然 ・再生可能エネル ギー の施設 をつ くり

発電 した電気 を電力会社へ売電す る。売電 して得 た利益 は、施設 の建設費や維持費 にあてる とともに、ま

た土地提供者へ の還元、そ して 「サ ステイナ ブル ・トラス ト」 に基金 を拠 出 した市民へ配分 され る仕組み

で ある。 この仕組み だ と、結構 、想定外 の奇特 なマネー ・ゲー ムの余剰金 をも吸収 できるかも知れ ない。

しか もマネー ・ゲー ムによるマネー の出 し入れ によって基金 が影響 を受 けるこ ともない。

こ うした 「サ ステイナ ブル ・トラス ト」は、フ ィー ドイ ンタ リフ(艶ed-in-tariff:TFT:固 定価格 買取制

度)が なけれ ば成 り立たないが、奇遇 にも、震災が起 きたその 日、3月ll日 に、TFTの 妨 げになっていた

「電気事業者 に よる新 エネル ギー等の利用 に関す る特別措置 法(RPS法)」 が廃 止 され、 日本版 フィー ド

イ ンタ リフ となる 「電気 事業者 による再生可能エネル ギー電気調 達特別措置法(TST法)」 が閣議決 定 さ

れた。

TST法 は、太 陽光 、風力 、水力 、地熱 およびバイ オマ ス とい う自然 ・再生 可能 エネル ギー を、電力会社

が10数 年 間にわ た り固定価格 で買い上 げる制度 である。太陽光発電でみ ると、一般 の住宅 における買取価

格 は 「当初 は高い買取価格 を設定。太 陽光発電 システ ムの価格低下 に応 じて、徐 々に低減 させ る」 とし、

買取期 間を10年 と定 めた。また、発電事業者 にお ける買取価格 は同様 であるが、買取期 間を15-20年 と定

めた。太陽光以外の買取価格 は15-20円/kWh、 買取期 間は15-20年 であ る。TST法 が成 立す ると、 「サス

テイナ ブル ・トラス ト」 は、太 陽光等 の 自然 ・再生可能エネル ギー を発電 ・売電 して経営 が成 り立つ 見通

しがつ く。これ に、東電お よび東北電力か ら分離 された送電線へのア クセスが無料開放 されれ ば、「サステ

イナブル ・トラス ト」 の経営 は盤石 である。河野太郎 が 「経産省 と電力会社 と与野党 の政治家 が一体 とな

って、原子力 の利権 を守 るために、再生可能エネル ギー の普及 のための政策 を潰 してきた」 と指摘 してき

たが(河 野2011:85)、 閣議決定 したTST法 が国会 で審議 され法制化 されれ ば、また併せ て送 ・発電分離

と電力 自由化が実現 されれ ば、再生可能エネル ギー の普及 に向にて事態 は進展す るであろ う。 尚、退 陣を

表 明 した菅首相 ではあるが、改 めてこのTST法 の法制化 に強い意欲 を示 した。

この よ うに、脱原発 と自然 ・再生可能エネル ギーへ のエネル ギー ・シフ トは、新 たな産業 と雇用 、並 び

にサステイナブル なまちづ くりを生み 出す、文字通 りエネル ギー源 である ことがわかる。 これ に、 自然 ・

再生可能エネル ギー 関連装置や スマー ト ・グ リッ ド、蓄電装置 な ど関連す る環境産業 が活性化す る ことは

間違い ない。そ して 、これ まで 日本企業 が培 ってきた高 い環境技術 の さるなる高度化 が期待 でき、かつ ま

たそれ が 日本 の比較優位産業 に成長す るこ とも期待 され る。

人生 のあ らゆる段階 において遭遇す る生活上 の困難、例 えば、疾病 、定年 に よる所得 の喪失 、加齢 によ

る肢体不 自由や認知症、失業、生活破綻 、障 がいに対 し、医療保険 、公 的年金 、介護保 険サー ビス、失業

給付、生活保護、障 がい者福祉サー ビス とい う社会保障 が対応 してきたが、OESD諸 国 と比較す る と、も

も とも 日本 の社会保障水準 は低 かった。それ を補完す るかたちで、専業主婦 に よる家事 ・育児 ・介護 とい

う無償 の家族福祉、健康保険や企業年金お よび社宅 な どの企業福祉 による上乗せ 、そ して農村地域 におけ

る各種奨励金や補助金お よび公共事業 に伴 う現金支給 が行 われ てきた。 これ が 日本型福祉 国家 レジー ムの

基本で あったが、実際 問題 として、 日本社会 におい て生 きてい くためには、安定 的な雇用 と所得 お よび貯

蓄 によって、かつ また 「自己責任」 によって、生活上 の困難 に対応 しなけれ ばな らなかった。要す るに、

最後の頼み はカネで あった。 しか し、そ のカネ を保 障す る正規雇用 と相対 的に高 い所得 を得 られ る人 び と

が限 られて きた。非正規雇用 率は1/3を 超 え、年 収200万 円以下の ワー キングプアは1,000万 人 を超 える。

また、格差 と貧 困は とりわ け 「若者 の貧 困化」 としても現れ 、それ故 に若年層 は家計 を支 えるために、ま

た女性 の高学歴化 と社会進 出によ り、夫婦共稼 ぎの世帯 が増 えるが、決 して仕事 と育児 を両立す る ことは
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容易で はな く、そ の結果、多少改善 の兆 しはあるものの、少子化傾 向が続 いている。 しか し、少子化 は次

世代の生産年齢人 口の減少 に直結 し、や がて2040年 には高齢化率40%を 迎 える超 高齢社会 を支 え ること

がで きるの か、大変難 しい局面 が到来す るこ とが予想 され ている。

しか も、東 日本大震災が起 きるまで、新 自由主義改革 の弊害 によ り格差 と貧 困が拡 がる中、 日本社会 は

血縁 ・地縁 ・「社 縁」が断 ち切 れつつあ る 「無縁社 会」に困惑 していた。ところが、未曾有 の震災 を受 けて、

助 け合い ・支 え合いが うね りの よ うに盛 り上が った。孫社長 の言動 もそ うした うね りの一つであ る。今 回、

被災 した東 日本 の太平洋岸 のまちは過疎高齢化 が進行す る ものの、 も とも と、人び との間で助 け合 い ・支

え合い の関係性 が強 い地域 であった。

東 日本震災が なか った として も、「持続可能な福祉社会」の創 造は重要な政治課題 で あった。しか し、震

災 をきっか けに、助 け合 いや支 え合 いの気運 が盛 り上 が り、 困った時 はお互 い さま とい う 「社会 的連帯

(socialsolidarity)」、困った状態 に陥った人 を見捨 てない 「社会 的包摂(socialinclusion)」 の重要性 につ い

て改 めて気付い た。助 け合いや支 え合い は、持続可能 な福祉社会 の精神 的支柱 である。反対 に言 えば、持

続可能 な福祉社会 は、助 け合いや支 え合い とい うソー シャル ・キャ ピタル(社 会 関係資本)を 基盤 に して

成 り立っ。

なるほ ど確か に、 レベ ッカ ・ソル ニ ッ トが指摘す るよ うに、災害 に直面す る と、人び とは、「誰 もが利他

的 にな り、 自分や身 内のみ な らず 隣人や見知 らぬ人 々に対 して さえ、まず思 いや りを示 し」、 「見知 らぬ人

同士が友達 にな り、力 を合 わせ 、惜 しげな く物 を分 け合 い、 自分 に求 め られ る新 しい役割 を見出す」 かの

よ うなパ ラダイ スす なわち 「災害ユー トピア」 が出現す るが、それ は一過性 に過 ぎない とい う(ソ ル ニ ッ

ト2010)。

しか しなが ら、だか らこそ、東 日本大震災で盛 り上 がった助 け合 い ・支 え合 いを受 け継 ぎなが ら、被 災

地 において、経済 と環境 と社会保障 とが連動 し合 う 「持続可能 な福祉社会」 の構築 を政治 が導 くこ とが課

題 となる(新 田2010)。 か く して、 「新 しい政 治」は、まず被災地の復興 と相侯 って 「サステ ィナブル ・ポ

リテ ィクス」 として展 開す るこ とが予期 され る次第 である。
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英文抄訳

New Politics in The Tohoku Earthquake  : Politics around Post-Nuclear Power Plant and Sustainable Politics

NIITA Kazuhiro

It may be said that The Tohoku Earthquake and accident of Fukushima Dai-ichi nuclear power plant disclose New 

Politics. With both the disasters, I can confirm the politics around post-nuclear power plant in Japan. And, I can 

understand that this politics develop the political issue of reconstruction of the governance corresponding to the



nuclear plant accident, the dismantling of the regime for nuclear power plant, and the revival as the sustainable 

welfare society of the stricken area. And also, I can expect sustainable politics as New Politics in stricken area.


